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特集特集 サービスデザイン

いすみ市におけるサービス 
デザインを活用した公共課題 
解決への取り組み事例 株式会社コンセント

サービスデザイナー

川原田　大地

ンの有効性を実例とともに示し、住民を巻き込んだ
地域の課題解決に役立つプロセスとして紹介ができ
ればと考えております。

れています。もちろん、行政が抱える課題はそれだ
けではなく、福祉・介護、教育、まちづくりなど、
さまざまな面で顕在化しており、これらに迅速に対
応していくためには、住民と協力していくことが欠
かせません。そこで重要になるのが、「透明性」「参加・
協働型」「継続性」という3つの要素による開かれ
た行政づくりです。つまり、行政は住民にとって透
明性の高いオープンな環境をつくり、住民をパート
ナーとして位置づけて協働していくことで、継続的
な関係性を構築することが求められているのです。
一方、ビジネスの世界では、エスノグラフィ調査

やプロトタイピングなど、さまざまなメソッドを通
して、事業開発がユーザーに対してより開かれたも
のになってきました。その背景には、「モノ消費か
らコト消費へ」といわれる社会環境の変化がありま
す。機能の実現にこそ価値があり、良い商品（モノ）
をつくれば売れていた時代から、モノがあふれ、ユー
ザーのニーズが多様化してきたことで、ユーザーの

「いすみ市発 房総ライフスタイルプロジェクト」
は、サービスデザインのアプローチで公共課題の解
決を目指す産官学民協働プロジェクトです。本稿で
は、公共課題への取り組みにおけるサービスデザイ

昨今、ビジネスの世界においてサービスデザイン
のアプローチによる事業開発が注目を集め、実践さ
れるようになってきています。しかし私たちコンセ
ントは、事業開発においてのみならず、公共課題へ
の取り組みにおいても、サービスデザインのアプ
ローチは有効であると考えています。それは、サー
ビスデザインの考え方につながる「透明性」「参加・
協働型」「継続性」という3つの要素が、公共課題
解決とビジネスにおける事業開発のどちらにも共通
して求められているからです（図1）。その3要素が
求められる理由は、行政サービスにおける課題と、
事業開発における社会的背景から見出すことができ
ます。
行政サービス、特に地方行政において、人口減少

による財源不足の深刻化は、サービス品質の低下、
ひいてはサービス自体の継続的な提供を困難にする
要因のひとつでもあります。そのため、地方への移
住・定住促進をはじめ、人口減少への対策が講じら

はじめに

公共課題への取り組みにおけるサービスデザインの有効性
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公共課題解決と事業開発において求められる共通の3要素図1

されるサービスなど、「ユーザー共創型」のモデル
に注目が集まりつつあります（図2）。
このような状況から、行政と事業開発の両方にお

いて住民・ユーザーに対する開かれた環境が求めら
れており、「透明性」の向上、「参加・協働型」によ
る体制構築、「継続性」のある関係、という3つの
要素が、それぞれ重要であるといえます。このこと
は、公共課題への取り組みにおいてもサービスデザ
インのアプローチが有効であることを示唆していま
す。さらに、サービスデザイン思考の5原則の1つ
に「ホリスティック（全体的）な視点」があり（文
献※）、公共課題への取り組みにおいてサービスデ
ザインを実践することは、地域によってさまざまな
要因が絡む複雑な問題の構造を正しく把握すること
にもつながります。この点からも、サービスデザイ
ンのアプローチは有効性を発揮しうるといえるで
しょう。

体験（コト）をいかに構築するかを考えなければな
らない時代へと変化してきました。それによって、
より良いユーザー体験の設計のためにはユーザーの
協力が不可欠となり、「商品そのものだけでなく、
事業者とユーザーの直接的・間接的な接点すべてを
デザインの対象ととらえ、事業者とユーザーの双方
の視点から提供価値を見直す」というサービスデザ
インの考え方が重要視されるようになってきまし
た。実際、近年のさまざまなサービスにおける事業
者とユーザーとの関係性に着目すると、その考え方
にともなって事業開発のプロセスが変化してきたこ
とが読み取れます。つまり、これまで主流であっ
た「提供者主導型」から、ユーザーを事業開発の一
部に取り入れる「ユーザー参加型」への変化です。
さらに最近では、事業開発のより早い段階からユー
ザーを巻き込んで継続的に協働していく「リビン
グラボ（Living Lab）」という取り組みや、Uber、
Airbnbのようにユーザー自身の参加によって構成

（出典）株式会社コンセント作成
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内に設置された、デザイン手法とデジタル活用によ
る政策設計を推進する組織）など、行政自身がサー
ビスデザインを推進する機能を持つ事例もあり、こ
れらは特に注目に値するといえるでしょう。
このような思想のもと、私たちコンセントでは、公

共の課題をサービスデザインのアプローチによる「共
創」で解決するための研究開発活動として「PUB.
LAB.（パブ・ラボ）」という取り組みを行っています。
「いすみ市発 房総ライフスタイルプロジェクト」は、
その活動の一環として2015年～2016年に実施した
ものです。

なお、行政が住民との「共創」を行うことで一定
の成果を生んでいる国内外の先行事例をいくつか挙
げることができます。国内では、横浜市青葉区の住
民参加型（パブリック・インボルブメント）の道路
づくりや、福岡の行政委託を受けた民間企業が、行
政課題解決に向けた住民参加型のプロジェクト（株
式会社リ・パブリック、Citizen-led Innovation 
in Fukuoka）を発足した事例などがあります。海
外では、デンマークのMindLab（児童教育省・雇
用省・経済成長省の3省庁が設置しているフュー
チャーセンター）やイギリスのPolicy Lab（政府

（出典）株式会社コンセント作成

事業開発プロセスの変遷図2
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れぞれの暮らしを営んでおり、今後も増えていく移住
者との関係を考えていかなければならないという側面
も持ち合わせています。
そのような現状から、地域の問題はライフスタイ

ルごとに多種多様で、さらに地元民・移住者それぞ
れの視座によって解決策の方針は異なってくるといえ
ます。また、すでに顕在化した課題に対して解決策を
講じるのでは個別最適になりがちなうえ、その課題に
対する各住民の認識にも差があるため、解決策に対し
ての充分な理解が進まない状況も考えられます。こう
いった点を踏まえ、本プロジェクトでは、特定の課題
に対して解決策を検討するところから始めるのではな
く、ホリスティックな視点から地域の状況を改めてと
らえ直し、そもそもの課題を定義する段階から住民を
巻き込む「ユーザー共創型」のプロセスによって、参
加住民の目線をそろえ、本質的な課題を定義するため
のプランを策定しました。具体的には、図3に示す4
ステップのプランです。

本プロジェクトは、千葉県いすみ市の課題をサービ
スデザイン思考による「共創」で解決することをねら
いとし、いすみ市をはじめ、武蔵野美術大学 デザイン・
ラウンジ、株式会社コンセント、いすみ市の地域おこ
し協力隊、そして地元のNPO法人いすみライフスタ
イル研究所の参加による、産官学民協働のプロジェク
トとしてスタートしました。
プロジェクトを実施したいすみ市は、千葉県の房総

半島南部に位置する市で、2005年に夷隅郡夷隅町と
大原町、岬町の3町が合併して誕生しました。近年は「地
方創生」の時流に乗って、都会からの移住・定住の促
進に力を入れています。良好な漁場を育む里海と昔な
がらの田園地帯が残る里山を中心として、多様な自然
環境に恵まれているため、移住者のタイプもさまざま
で、サーフィンに最適な海を求めて来る人、里山での
エコな暮らしを求めて来る人など、実に多様なライフ
スタイルが見られます。しかし、移住・定住促進が進
む一方で、当然ながら地元の人々はこの地域で長年そ

いすみ市における住民参加型のホリスティックな問題発見アプローチ

（出典）株式会社コンセント作成

プロジェクトのステップ図3
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まずは、個別のライフスタイルの課題を把握する前
に、その背後にある大きな課題感をとらえることをね
らいとして、〈STEP1〉でいすみ市民のライフスタイ
ルの類型化を行いました。その結果、特に「子育て」

と「農業」に関して、いすみ市民の高い関心が寄せら
れていることが見えてきました。以降は「子育て系」
と「農業系」という2つのテーマに焦点を絞り、それ
ぞれで調査と分析を並行して実施しました。

ワーク調査も実施し、いすみ市民の抱える課題感や、
地元民と移住者との関係性、地域のリアルな現状など
に関する情報を収集しました。

次の〈STEP2〉では、それぞれのテーマに該当す
るライフスタイルの方々へのインタビューやグループ
ディスカッション、また現地視察としてフィールド

（出典）株式会社コンセント撮影

（出典）株式会社コンセント撮影

ライフスタイル類型化ワークショップ写真1

「子育て系」のグループディスカッション写真2



サービスデザイン

32   行政&情報システム　2017年2月号

〈STEP3〉の後半では、この2つの「エコロジー
マップ」を、調査にご協力いただいたいすみ市民と
一緒に取り囲み、「子育て」と「農業」に関する地
域の問題がどこにあるかをディスカッションして、
取り組むべき課題をそれぞれ定義しました。その課
題に対して、最後の〈STEP4〉で、解決策となる
アイデアを検討するワークショップを行い、参加者
全員でアイデアを共有し合いました。

調査結果の分析として、〈STEP3〉の前半では、
テーマごとの地域の状況を「エコロジーマップ」と
して可視化しました（図4）。「子育て」と「農業」
に関していすみ市民の身近に起きているさまざまな
事態が、それぞれどういった活動や慣習、文化など
から影響を受けているのか、またどういった社会的
背景や経済状況のうえに成り立っているのかに着目
し、それらの文脈や背後の関係性を図式化しました。

（出典）株式会社コンセント撮影

（出典）株式会社コンセント作成

「農業系」のインタビュー調査写真3

「子育て」と「農業」に関するエコロジーマップ図4
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「農業系」…農業に関わる人と外部の人とのマッチ
ング
「子育て系」については、そもそもいすみ市は子
育てを行うにあたって良い環境であり、顕在的な地
域の問題として認識されているものはない、という
のが、議論に参加したいすみ市民の当初の意見でし
た。しかし、「エコロジーマップ」をもとに、これ
をより広い視点から分析してみると、その環境はい
すみ市において「柔軟なライフスタイル」の実践に
起因するものであり、さらにそれは「自由に働ける
環境」がベースとなっていることが見えてきまし
た。つまり、親がワークスタイルを自由に選択でき
る多様な仕事の存在が、子育てしやすい環境づくり
に寄与しているという構造です。ただ一方で、Uター
ンしたくても地元に仕事がないという現状もありま
す。これらを踏まえて、移住者の増加と仕事の創出
が循環していくための仕組みづくりが課題であるこ
とを導き出しました（図5）。

本プロジェクトにおける最も大きな成果のひとつ
として、〈STEP3〉における「エコロジーマップ」が、
課題解決に向けた取り組みを「共創」する重要な足
がかりとなったことが挙げられます。住民参加型で
の公共課題への取り組みのための場はそもそも少な
く、また住民が自分ごととして議論に参加できるよ
うになるためのツールは仕組み化されていないため、
「エコロジーマップ」がいすみ市民にとって地域の問
題を客観的にとらえるための共通言語として機能し
たことには、非常に大きな意味があります。これは、
ホリスティックな視点からの状況把握と、問題定義
の段階からいすみ市民が参加するプロセスによって
こそ得られた結果であるといえるでしょう。
今回、「エコロジーマップ」を通して、「子育て系」

と「農業系」に関して具体的には次のような課題を
導出しました。
「子育て系」…移住者の増加と仕事の創出が循環す
るための仕組みづくり

「エコロジーマップ」による問題の発見と定義

（出典）株式会社コンセント作成

いすみ市の「子育て」に関する課題図5



サービスデザイン

34   行政&情報システム　2017年2月号

（出典）株式会社コンセント作成

いすみ市の「農業」に関する課題図6

を意味します。同時にそれは、一過性の客寄せで終
わるようなものではなく、そこでの地域の盛り上が
りがいすみ市民にとってもメリットをもたらすもの
でなければ継続性を担保できません。私たちはこれ
らの両立を、取り組むべき本質的な課題として定義
し、〈STEP4〉のアイデア発想ワークショップでは、
“いすみ市の「リアルな暮らし」と外部の人たちを
結びつけるサービスを考える”をテーマとして設定
しました。最終的には、Airbnbの利用で「暮らし」
そのものを観光資源化し、その観光者がエバンジェ
リスト（伝道者）となることでさらに情報が広まっ
ていくことを想定した案や、生活体験サービスと合
わせた空き家バンクの活用案等、単なる「観光」で
はないサービスアイデアが生まれました（写真４）。
異なるライフスタイルを持つ住民同士でこういった
アイデア発想が可能になったのも、「エコロジーマッ
プ」によって「共創」できたからこそであるといえ
ます。また、デジタル技術やICTの進化による新た
なサービスも急速に増えつつあり、それらを活用・
応用することによって、より自由な発想が可能に
なっている部分もあるでしょう。

一方、「農業系」について特に議論がなされたの
は、「農業を通じた他とのコミュニケーション」に
関する部分です。いすみ市への移住者のなかには田
舎暮らしを夢見て就農する方も少なくないようです
が、実際には農業を生業とすることの実態をよく知
らず、またそれによって地元民とのコミュニケー
ションに齟齬をきたしている状況が一部で生まれて
いました。その一方、いすみ市で農業を営む方のな
かには、人材不足という背景のもと、独自に講習会
を開催するなどして農業の良さを伝える活動を個人
で実施されている方もいます。つまり農業に関わる
人と外部の人たちとのマッチングにおける課題が顕
在化しつつあるといえます（図6）。
さらに、これらの「子育て系」と「農業系」につ

いての課題は、「“いすみ市に来る人にとっての魅力”
と“いすみ市で暮らしている人のメリット”の両立」
と言い換えることで、共通の課題としてとらえるこ
とができます。これは、単なる「観光」を指すので
はなく、地元の生活に根付いたものを資源としてそ
の魅力を伝えることにより、いすみ市に来る人がそ
こでの暮らしをリアルに想起できるような「観光」
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しかし、公共課題は一時的な取り組みで解決可能な
ものではないため、冒頭で触れたように、参加住民と
の継続的な関係性を保っていくことが重要です。その
ためには、ひとりひとりの参加意識やオーナーシップ
の醸成にも取り組んでいく必要があります。これはプ
ロジェクトを進めていくうえでのもうひとつの課題と
いえるでしょう。
最後に、本プロジェクトを受けての以降の取り組み

についてですが、私たちコンセントは「PUB.LAB.」
の活動として、より継続的な共創の「場」を構築する
ことにフォーカスし、いすみ市の地域おこし協力隊の
事業化を支援しています。今後も、いすみ市、武蔵野
美術大学 デザイン・ラウンジ、およびNPO法人いす
みライフスタイル研究所と連携を保ち、プロジェクト
を継続していく予定です。コンセントが運営するWeb
メディア「Service Design Park（http://sd-park.
tumblr.com/）」等を通じて引き続き情報を発信して
いきます。

（出典）株式会社コンセント撮影

アイデア発想ワークショップ写真4
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